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「序説」にみる資産原価配分論の
基礎構造
大 野 文 子
　周知のようにペイトンt＝リットルトンがその共著「会社会計基準序説」
（Paton　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　An　lntroduction　to　Corporate　Accoun．
ting　Standards，1940）（一以下「序説」という）において論ずる会計基準
は，株式会社会計の公表目的と公表義務に対して一定の役割を果たす公認
会計士が，会計監査にあたって会計的判断をくだす場合準拠されるべき基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…準と解せられる．
　「序説」は，このような会計基準の具体的な形成に先立って会計基準を必
要とする条件として（1）「出資と経営の分離」（Seperation　of　Investment
and　Management），（2）「会社経営の公共的性格」（Public　Aspects　of
Corporate　Administration），（3）「職業的会計士の立場」　（Position　of
Professional　Accountant）という三つの条件をあげている1｝．そこでいわ
れていることは，つぎのように要約しうるであろう．すなわち，
①　まず「序説」は，「大企業」における所有と経営の分離にともなう不
　在出資者と経営者（一取締役，経営首悩部，支配人など）との階層分化
　と，それによる各種の「責任系列」の発生を説き，これを背景として拾
　頭してきた会計の任務の拡大化現象として，従来の「所有主的経営者」
　に対する会計の役立ちのほかに，不在出資者への情報の提供という役割
　を強調する．
（2）っぎに「序説」は，所有と経営の分離によって発生した基本的な関
　係，すなわち，不在出資者と経営者の関係を拡大化し，経営外部者（＝「利
　害関係者」一出資者，労働者，顧客，政府，市民など）と経営者の関係
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　として認識する．これにより会計報告に対する一般的な関心の増大と会
　計の「準公共性⊥「制度性」が強調され，それらの公共的な性格ずけが
　行なわれる．
（3）さらに「序説」は，上記のことを前提として外部利害関係者と経営者
　との階層分化にともなう両者の対立を説き，この利害調整の一手段とし
　てあらゆる利害関係老に対する会計的な報告の「公正性」と「客観性」
　の必要を唱え，「正義感」と「高度な独立性」をそなえた公認会計士の
　責任を強調する2［．
　「序説」は，会計基準の形成を必要とする条件についてこのようにの
べ，会計的な判断をくだす場合に準拠すべき「会計諸基準の首尾一貫した
体系」の一つとして，原価基準をあげるのである．
　「序説」は，原価基準が公表財務諸表の作成に対して占める一定の役割
とその重要性について，つぎのようにのべている．　　．
　「会計の基本的な問題は発生した原価の流れを，期間損益計算の手続と
して，現在と未来とに区分することである．……損益計算書は当期への配
分を報告する．貸借対照表は発生した原価中次年度以降に負担せしめてさ
しつかえない部分を現わしている」3）．
　ここでは，．発生原価の期間的な配分が期間利益測定の問題にかかわり，
公表財務諸表はその結果を報告する技術的な手段として認識されている．
発生原価の認識・測定とその期間的な配分に関する基準，これこそ，「序
説」が会計士監査の場合に準拠されるべき基準の一つとしてあげる原価基
準にほかならない．
　「序論」は，いかなる論理ずけによってこのような性格の原価基準の妥
当性を主張するのであろうか．以下，本稿は，「序説」の資産原価配分論
がどのような形で組み立てられているかを検討することによって，この問
題を明らかにしたい．もとより「序説」の説く原価基準論ないしは原価配
分論は，たんに資産原価配分論の問題にのみ限定されるべきではない．そ
れは，いわば「序説」において展開される動態的な期間損益計算論の出発
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点であり、，一方では原価の期間的な配分による費用と収益の期間的な対応
という問題として展開される．それは，他方では「測定された対価」・「価
格総計としての原価」という概念を媒介として，資本と利益・拠出資本と
りわけ資本剰余金と利益剰余金の俊別を基軸とする資本会計の問題として，
現われているのである4）．しかしながら本稿は，原価基準の問題を一応貸
借対照表の借方の問題に限定し，それとの関連で注目すべき二・三の点を
指摘するにとどめる，
1）（Paton，　W，　A．＆Littleton，　A－C．，　An　Introduction　to　Corporate　Acco－
　unting，　Standards　p．1～4，1940．）
2）　浅場二郎「会計原則の基礎構造」，昭和34年，177～212頁．
3）　「序説」，114頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A，　C．，　ibid．，　p．67．）
4）　宮上一男「企業会計の理論」昭和40年，150～124頁，
1　「価格総計としての原価」の概念
　「序説」は，原価基準論を展開するにあたってその出発点に「価格総計
としての原価」（Costs　as　Price－Aggregate）という概念を設定し，つぎの
ようセこし、う．
　rr原価』は会計における基本的な資料であり，したがってその術語は，
最広義に用いられるべきである．　「原価』という言葉は実質的には「価格
総計』（price－aggregate）一単位価格に数量を乗じたもの一またはr取
引価格』（bargained　price）の同意語にほかならぬ．」1）
　「序説」が上記のように規定する「価格総計としての原価」という概念
は，会計基準を形成するための前提として設定された「基礎概念」（Basic
Assumptins）との関連でいえば，もっとも直接的には「測定された対価1
（Measured　Consideration）の概念に呼応し，その具体的な表現と考え
てよいであろう．
　「序説」は，この「測定された対価」という概念についてつぎのように
のべる．
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　「会計士が適切な情報を供給せねばならぬ特定企業の活動は，大部分他
の企業との交換取引によって成り立っている．会計はこれらの交換を数量
的に表現しようと試みる．それゆえ会計の基本的な対象は，交換活動に内
包されている測定された対価（measured　consideration），とくに取得され
た用役に関するもの一原価，経費一と供与された用役に関するもの
一収益，利益一とである．」2｝
　「測定された対価」の概念は，すでにみたような会計基準を必要とする
諸条件と，「企業実体」（Business　Entity）と「事業活動の継続性」（Continuity
cf　Activity）という「基礎概念」の規定をうけ，会計的な測定・報告の「客
観性」と「継続性」を具体化する概念として呈示されている．
　「企業実体」の概念によれば，所有と経営の分離現象を背景とする分散
酌で企業経営の実権からは遊離した不在投資家群の登場，それに対する経
営者の報告責任の発生3），この所有と経営の分離現象の基本的な関係の
拡大な解釈とそれにともなう観念化によって強調される巨大株式会社の
「準公共性」・「制度性」という論理構成を前提として，会計基準を形成す
るにあたって会計の対象となる企業については，まずその資本の提供者か
らは独立した別個の実体であり，「制度的」・「公共的」なものとして認識
されるべきことが，強調されるのである．しかも「制度性」・「公共性」が
ことさらに強調される「企業実体」の概念は，その「制度性」を連結環と
してあらゆる企業形態，あるいは特定の経営部門ないしは企業グループに
適用され，広く会計的な計算の行なわれる空間的な限定一会計単位を示す．
ものとしてさえ抽象化されるのである．そしてこのような「企業実体」の
概念を仮定することによって，会計的な記録・計算諸表は所有主的経営者
のそれではなくて「企業実体」のそれであり，「企業実体」の資産，資本，
損益というような概念が，会計のあらゆる利害関係者に対する「公正性」と
いう名目のもとに強調されることになる．そしてこのように抽象化された
「企業実体」の概念を前提として，「事業活動の継続性」という基礎概念
の設定により，一方では企業実体の損益計算の長期性・継続性が説かれる
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とともに，他方では期間損益計算の結果としての財務諸表報告の暫定性が
強調されるのである．
　「測定された対価」という概念は，こうした性格をそなえた「企業実体」
についての会計的な測定と報告の前提となるべき基礎概念である．すなわ
ち「公共性」・「制度性」が力説される「企業実体」の具体的な経済活動が，
ここでは他の企業との交換取引によって成り立つものとして，交換という
流通主義的な側面から把握されるのである．　「序説」は，企業活動の流通
主義的な見方から出発して，交換取引の「数量的な表現」としての取引価
格すなわち「測定された対価」をもって会計の対象と考えるのである．
「序説」によれば，「測定された対価」の概念が，何よりもまず「制度的」
「公共的」な性格を強調されるべき「企業実体」の活動を「客観的」に表
現すると考えられるのは，それが，交換において「売手と買手とが相当に
同意しあった評価」4）を表徴するからである．
　しかもこの場合留意すべきことには，「測定された対価の」概念は，第
一義的には企業の取引の数量的な記録を現わす概念であるが，それのみな
らず「原価」・「資産」・「収益」・「負債」・「資本金」・「剰余金」というよう
な会計上の基本的な諸概念を統一的に説明するための手段として，拡大的
に適用されるのである．すなわちいう．
　「会計上の目的のためには取引が数量的に価格総計として表示される，
という表現はかなり広い適用性を備えている．……会計の問題を（かくの
ごとく）交換から生ずる価格総計であると見る考え方は，かくしていくつ
かの関連した概念を調整する工夫として，かの痛切な必要をみたすものに
たり5．るわけである．会計は（この工夫）によって一原価，資産，収益，
負債，出資金，剰余金という一いくつかの要素の混乱した混合物として
でなく，一つの対象のいろいろな側面を扱っているものとみなされうるわ
けである．」5⊃
　こうして企業の経済活動を交換の相において認識し，この交換の過程を
「価格総計」としての「測定された対価」の概念一それが第一義的な意
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味であれ，拡大された意味においてであれ一を基礎に把握することは，
従来の価値の会計から原価の会計への転換として一定の効果を果すことに
なる．
　さてひるがえって当面問題としている「価格総計としての原価」という
概念についてみれば，それは，広い意味での「測定された対価」という基
礎概念を媒介として，「取得資産」，「供与された用役」，「発生した負債」
などを統一的に説明するための概念として呈示される．そこでこの概念は，
会計的な測定・報告についての「序説」のもっとも基本的な視角をさし示
すものとみなしてもよいであろう．すなわち，「測定された対価」，「価格
総計としての原価」，それらは，いずれも「交換取引」という考え方を基礎
として設定された概念であり，そこには企業の経済活動を交換の過程とし
て捉えるという，「序説」の流通主義的な企業観が基調となっているので
ある．そして「序説」が「会計の基本的な問題」として中心にすえる原価基
準は，このような企業観の規定をうけ，「取得された用役」と「供与され
た用役」という交換の二つの流れにかかわるものであり，その「客観性」は，
相互に「独立した当事者双方の自発的な行動（action）」として「商議」に
基づく相互的な評価によって保障されるものと説かれる．しかも「序説」
は，これによって，一方の当時者の「取得された用役」の数量的な記録と
他方の当事者による「供与された用役」のそれとが互に一致することにな
ると考えるのである6）．
　ところで「序説」は，正確な原価の期間的な配分による期間的な利益の
測定という視角から，どうした原価の処理段階として三つの段階を区別す
る．すなわち，（1）「原価の当初の認識　測定および分類」，②「その後の
内部的な移動および再結合の跡づけ」，（3）「当期または次期以降のいずれ
かの会計期間における収益との究極の対応」7｝．「序説」によれげ，原価処
理の第一の段階は，まず取引の原始記入の「非個人性」・「客観性」にかか
わる問題であり，「適切で信頼しうる会計資料の蒐集」8）に不可欠なもの
と考えられる．しかしながらこの段階は，いわゆる「歴史的な原価」の単
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なる「周到な観察と有効な事務上の手続」9｝の問題であり，第三の段階へ
の予備的な段階として位置ずけられる．これに対して第三の段階は，正確
な期間計算の算定にとって決定的に重要な段階として認識され，「根本的
には判断と解釈の問題」1°）を含むものとみなされる．すなわちいう．
　「原価の認識は，原価を期間的な収益に配賦するのと根本的に異なる手
続である．しかし認識の行為それ自身のなかで，費用の究極的な処理に関
する意図が表示されていることも多く，当初の記録が作成される方法や，
その後の処理がともに影響を受けることもありうる．それゆえ，特定の原
価の意義が当初に認識され，原価の健全な分類が維持されることは重要
である．」川
1）　「会社会計基準序説」中島省吾訳，43頁（Paton，　W．　A．＆Littleton　I。　C．，
　ibid，　p．23．）
2）同上，18～19頁（Paton，　W．　A．＆LittJeton　A．　C，　ibid　p．11～12．）
3）　神田忠雄「現代資本主義と会計」1971年，第5章　独占資本と会計理論
4）　「会社会計基準序説」中島省吾訳，18頁（Paton，　W，’A．＆Littleton，　A．，　c．，
　ibid　p．12，）
5）　「会社会計基準序説」同上，20頁（Paton，　W．　A．母LittIeton，　A，　C．，　ibid，
　P．12．）
6）同上，45頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A　C．，　ibid，　p．26．）
7）・8）・9）同上，42頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．25．）
10）同上，118頁（Paton，　W．　A＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．69．）
U）同上，51～52頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．3L）
2　「原価処理の第一段階」一原価の認識と測定の問題一
　「序説」が原価処理の最初の段階でとりあげている問題をさしあたり2
っの論点に絞ってみるならば，それは，（1）ある原価が企業の総資産の一部
を構成するかどうか，②また原価はどのようにして測定されるか，という
問題に帰着するであろう．
　第一の問題について「序説」の説くところを要約すれば，およそつぎの
ようにいえるであろう．
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　原価の発生は通常その対価として財または用役の取得をともない，それ
らは資産ないしは「少なくも瞬間的にはその企業の資産総額に対する付加
分を表示」1）するものと考えられる．すなわち原価は，まず特定の有形資
産の項目に配賦することが可能であり，また有形資産の取得のために費し
た各種の付帯費用，販売準備期間中の，あるいは創業・建設期間中の，有
形資産の維持費，修繕費なども，有形資産の原価構成要素としてそれらの
資産に割当てられる．とはいえ資産という形の原価の認識には，その原価
が特定な有形資産という形で現われることを必ずしも必要な要件とはしな
い2）．　「企業の創業と営業とに必要な用役を取得するために発生するすべ
ての原価」3一「用役原価」もまた，「その企業に対する重要性に関しては
同質的」4｝である．「用役原価」は収益に対する控除分として差引・吸収
されるまでは企業の総資産の一部と考えられる．それゆえに創業費，維持
i費，建設利息，社債発行費など，下広義においては，企業の経済的構造をつ
くりあげている諸物件および諸条件の総合計に貢献する諸要素のすべての
原価は，……企業の物的構造の特定の区分ないしは要素にはめ込むことが
必ずしも適当ではないにせよ，企業の物的構造のなかに表示されている」5｝
とみなされる．
　「序説」は，第一の問題についてこのようにのべた後，つぎのように結
ぶ．すなわち，
　「収益が費された努力から発生してくるまでは，原価は単に累積するの
みである．何の収益も現われなくても，原価はなお「投資』（lnvestment）
を代表したままでいることになろう．しかし極端な場合には・いろいろな
形の原価は将来の収益の生産に関して無効であるのみならず，現在すでに
資本の供給者に対して役に立たないこともある．このような場合はその投
資は損失である．その点に至るまでは・原価は・いわば・未決の状態（in
suspense）にあるわけである．」6）
　「典型的な企業の全資産の大部分は，まだ吸収されていない原価のまま
で工場設備，原料および短期的な諸用役の複成体の形をとっているものの
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溜りである．」の
　われわれは，第一の問題に対する「序説」のこうした考え方の基底に，
すでにみた「企業実体」・「事業活動の継続性」・「測定された対価」という
概念に加えて，「原価の凝着性」（Cost　Attach）・「努力と成果」（Effect
and　Effort）という考え方が明瞭にうちだされていることに気ずくであろ
う．「努力と成果」という基礎概念については，次節の原価処理の第三段
階のところで若干詳しくふれるので，ここでは「原価の凝着性」の概念に
ついて一言しておくことにしたい．
　「序説」は，「原価の凝着性」という概念についてつぎのようにのべて
いる．
　すなわち一般に企業の経済活動の目的は，各種の「用役を統合して新し
い効用をもった」8）生産物を生産することである．この活動は経済的な過
程としては，本来，「会計とは無関係」9）な活動である．会計が経済的な過
程に対して一定の役割を果すのは，会計が，企業によって「取得された用
役」の，生産による「移動」・「変形」を跡ずけるからである．この場合，
会計はその過程を「交換取引による価格総計」一原価の「分類」・「集計」に
よって把握しようとする．しかしながら原価の「分類」「集計」・の目的
は，企業の価値増殖過程を把握することではない．原価は，　「測定された
対価」として，どのような「分類」・「集計」の段階にあっても「交換取引
の価格総計」であり，「分類」・「集計」の目的は，新しい効用の産出・増
大をめざす企業の「努力の跡ずけ」をねらいとするにすぎず，企業の努力
によってえられる成果の確認を目的とはしない．成果の確認すなわち「先
に生産努力のなかに前払された原価の回収」と「供与された資本の用役，
負担された責任および代償としての資産の増加」＝「利益」の確認は，販売
による収益の実現をまたなければならない1°）．そこで棚卸資産とか工場設
備というものは，　rr価値』ではなくして，いわばその運命を待っている
未決状態の原価蓄積分なのである．」11｝
　こうして「序説」によれば，「原価の凝着性」という概念は，原価を「分
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類」・「集計」し，企業の努力を跡ずける概念であり，その最終的な結果す
なわち原価の回収と利益の確認は，収益の販売による実現まで延期される
と考えられるのである．それゆえ原価処理の第一の段階である「原価の当
初の認識，測定および分類」の問題は，この「原価の凝着性」という「基
礎概念」の具体化とみてよいであろう．
　「序説」は，第一の問題に対する上記のような考え方を基礎として，原
価の認識の問題については「実際原価」の発生の時期を中心的な問題とみ，
その時期として原則的には「所有権の移転」をあげる．しかしながら，「序
説」はさらに，所有権の移転がなくても財または用役の有効な利用・支配
が行なわれる場合には，それを原価として認識すべきであると説く12》．
　ところで「序説」はこれらの問題と関連してなお注目すべき点として，
「契約上の利子費」13）（Contractual　Interest　Charges）と「仮構的な原
価」14｝（Hypothetical　Cost）をあげる．前者は，企業の借入資本に対する
利子費を，また後者は，所有主的経営者が提供する用役一「資本供与，
危険負担，また究極的責任の引受という所有主的機能」15｝による用役一
に対する代償を原価として認識するかどうか，換言すれば，総じて利子費
を原価の構成要素とみるか，それとも企業利益の分配分とみるかの問題で
ある．　「序説」によれば，不在出資者の資本の管理・運用を委託された経
営者の立場からすれば，企業の活動に必要な費用は，資本構成，資金調達
の方法によって影響されるべきではなく，それらの利子費は，配当と同様
に企業実体の利益の分配分であり，原価構成要素とはならない．
　つぎに「序説」は，第二の問題すなわち原価の測定については，「理想
的な状態において原価はその特定の財または用役を取得するために即時に
支払われるべき現金の額によって測定される」16）とのべ，原則として取得
原価が「即時現金原価」（Immediate　Cash　Cost）でなければならないこと
を強調する．しかも「序説」によれぽ，この「即時現金原価」は，基本的
には「商議」によって決定され，交換における現金価値の公正な表現とし
て「客観性」をそなえている．しかしながら「序説」はさらに，「即時現
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金原価」は，なるほど会計的な記録の客観性の基礎となるけれども，取得
原価が必らずしも「即時現金原価」とはならないこと，また取得原価には
代金決済の形式・その時期の相違によって一般に支払利子相当分ないしは
割引額が加減されているので，真の取得原価の決定に際しては，これらの
金額を加減ないしは控除しなければならないと説く．こうして「序説」に
よれば，いわゆる　「インプリシット・インタレスト」（Implicit　Interest）
なるものも原価構成要素から排除されるのである．17）
　ところでこの原価の測定の問題について留意すべき点は，「序説」によ
れば，「経済的な意義をもつ財または用役」18）の無償取得，すなわち寄附
・寄贈による資産の取得ないしは「発見または開発」による資産の取得に
ついては，現物出資の場合と同様に現金原価の公正な推定により原価とし
て計上されるべきであるが，これらの取得は，利益剰余金すなわち処分可
能な企業利益とはならないとして，その利潤性を否定し払込資本の一部を
構成するものと説いている点である19）．この問題は，さしあたり「序説」
が原価処理の第三段階の問題を展開するに先立ち，期間費用が対応される
べき収益概念の規定を試み，収益の主要な源泉を「生産物の供与すなわち
生産上の成果の流れ」2°｝に限定し，「寄贈，寄附または発見」による資産
の増加を排除していることと絡み合せて考えなければならない．しかしな
がら一そう根本的には，それは，「序説」における期間損益計算論の論理構
造の基底にかかわるものとして，原価基準論，原価配分論とともに，「序
説」のもう一つの支柱である資本と利益，とりわけ拠出資本ないしは資本
剰余金と利益剰余金との俊別を説く資本会計論の問題にまでさかのぼって
考えなければならないであろう．しかしながら本稿は，資本会計の問題を
直接的な考察の対象としているわけではないので，ここでは原価の認識・
測定などの問題との関連でのみ，ふれておくことにしたい．
　「序説」によれば，収益とは，企業の努力によってえられた成果であり，
それは，財または用役の供与の代償として交換によってえられる資金その
他の資産の額に反映され，企業資産の増加によって測定される21｝．「序説」
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は，このような考え方から出発して，「損益決定の手続には，収益を示す
資産の増加を他の資産の増加と区別することが含まれる」22）とのべ，まず
資産の増加の原因としてつぎのものを列挙する．すなわち，（1）債権者また
は株主による追加出資，（2）取引以外の財産ないしは営業部門の処分，（3＞
寄贈・寄附または発見，（4）保有資産の評価替，（5）生産物の供与23）．このう
ち収益を示す資産の増加は，生産物の供与にかかわるもの，すなわち「営
業取引」に限定され，その大きさは販売取引の価格総計によって示される．
「営業取引」は，「企業の用貝」としての資産の第一義的な用途すなわち
「資産の利用」によって発生した取引である．これとは別な原因による資
産の増加は，原則的には拠出資本ないしは資本修正であり，資産の第二義
的な用途すなわち「持分算理」の結果発生すると説かれる24）．
　これにより，「序説」は，原則として営業取引による資産の増加以外は
拠出資本ないしは資本修正に結びつくものとみ，拠出資本ないしは資本剰
余金との対比において営業取引による資産の増加を，利子，租税，配当な
どに充当しうる利益剰余金として成立せしめるのである．25｝
1）　「会社会計基準序説」中島省吾訳，33年，55頁（Paton，　W．　A，＆Littleton，
　A．C，　An　Introduction　to　Corposate　Accounting　Standards，1940　p．33．）
2）同上，53頁（Paton，　W．　A．＆Littleton．　A．　C，　ibid，　p，31．）
3）・4）同上，53頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A，　C．，　ib1d，　p．32．）
5）同上，54頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid．　P．32．）
6）同上，54～55頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．32～33．）
7）同上，55頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．33．）
8）・9）同上，21頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．13．）
10）同上，22～23頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．14．）
11）同上，23頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．14．）
12）同上，56頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．33．）
13）同上，70頁（Paton，　W．　A，＆Littleton，　A，　C．，　ibid，　p．43．）
14）同上，57頁（Paton，　W，　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．34．）
15）同上，60頁（Paton，　W．　A，＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．36．）
16）同上，45頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A，　C．，　ibid，　P．26．）
17）同上，72頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．44，）
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18）同上，48頁（Paton，　W．　A＆Littleton，　A・C・，　ibid，　P・28・）
19）同上，49頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．29．）
20）同上，81頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．47．）
21）同上，79頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．46．）
22）同上，81頁（Paton，　W。　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．47．）
23）同上，81頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A・C・，　ibid，　P・47・）
24）同上，168頁（Paton，　W．　A＆Littleton，　A．　C，　ibid，　p．100．）
25）同上，82～83頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A・C・・ibid，　P・48・）
3　「原価処理の第三段階」一原価の期間的な配分一
　「序説」が原価処理の第三の段階として措定する「原価の，当期または
次期以降のいずれかの会計期間における収益との究極の対応」という問題
は，いわゆる発生主義ないしは発生原因主義を基礎とする収益と費用の期
間的な限定・帰属の問題に集約されるであろう．
　まず「序説」は，「企業実体」の会計的な測定と報告とが，「事業活動
の継続性」という基礎概念を媒介として暫定性という視角によって規定さ
れ，会計上の利益が長期的な展望を含むところの，人為的な期間利益とし
て測定されることについて，つぎのようにいう．
　「通常の事業活動は継続的なものであり，利益は，測定および報告のた
めに便宜的な区分に分断されなければならなかった一つの（継続的な）流
れにほかならない．」1｝
　「序説」によれぽ，このような期間利益の測定の問題は，資産ないしは
用役の取得によって「発生した原価の流れを現在と未来とに配分」する問
題であるが，この場合基本的に重要なことは，近代的な事業活動の複雑化
とそれに呼応する原価要素の固定化現象のために，原価概念については
「取得価格」としての原価と，「収益からの差引分」としての原価とを俊
別し2），期間費用の正しい限定によって期間利益の「正確性」・「健全性」
を期さなければならない3［．
　「序説」は，この原価概念の二重性に対する認識を基礎として，期間利
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益測定の中心的な原則として，周知の「費用と収益の対応」　（Matching
Cost　and　Revenue）をあげ，つぎのようにいう．
　「企業のすべての利害関係団体は（継続的な事業活動の）進捗度を測定
するために，折にふれて「試験的な鑑定』（test　readings）を必要とする．
会計によってわれわれは，ある期間内に「メーター』（meter）を通って流
れる費用と収益との期間的な対応を通し，かかる試験的な鑑定をおこなう
と努めるのである．この目的のために費用および収益の資料が選定されて
いるのは，　（交換）取引における取待および供与の価格総計を研究するこ
とが，成果を生み出そうとする努力と生み出された成果とを比較するのに
有用であると信ぜられるがゆえにほかならない．」4）
　ここにいう「努力と成果」とは，「事業活動の継続性」による財務諸表
報告の暫定性という視角に規定され，期間損益計算という立場から収益と
費用の対応により企業利益を算定するために設定された「基礎概念」であ
る．すなわち「序説」は，費用は企業が収益を獲得するために払った努力
の跡であり，収益はこの努力によってえられた成果であるとし，この努力
と成果の現われである費用と収益とは，「価格総計としての原価」の概念
に即していえば，努力としての費用は，「取得された用役」にかかわるも
のであり，基本的には発生原価のうち当期に実現された収益に配賦される
べき「収益からの差引分」を現わすものと考えられるが，これに対して成
果としての収益は，「供与された用役」にかかわるものとして，用役の供
与・生産物の販売による価格総計を現わすものと説くのである5）．
　さらに「序説」によれば，費用と収益のもっとも理想的な対応は，製品
に即した個別的・直接的な対応であるが，期間計算の前提に立脚するかぎ
り，かかる対応は必らずしも可能ではなく，また実際的な意味も少ない．
そこでそれに代替すべきものとして，期間的・一括的な対応の形態をとら
ざるをえない6｝．それゆえに，「努力と成果」・「費用と収益の対応」にお
いては，期間収益とそれに対応されるべき期間費用の測定すなわち費用と
収益の期間的な帰属・限定という問題が，もっとも重要な問題となる．そ
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してこの期間費用と期間収益の対応の前提としては，何よりもまず期間費
用と期間収益の正確な認識が必要であり，この認識の基準となるべきもの
こそ，発生主義会計である．すなわちいう．
　「（しかし），会計は支出と収入とを対応するのではなくて，努力と成果．
取得された用役と供与された用役，取得の価格総計と処分の価格総計とを
対応する．これらはすべて「費用と収益』また「発生主義会計』（accruaI
accountimg）という言葉のなかで理解されているところである．」7）
　一般に発生主義会計とは，ごく広義に解すれば，期間損益計算の全構造
を支える前提ともいうべきものとして，費用と収益とを単に現金収支の事
実ではなくて，その原因の発生に基づき認識しようとする立場であるとい
われる8）．発生主義のもとでは，費用と収益の認識が収支の有無にかかわ
らず，その原因の発生にもとめられることから，その原因の発生と現金収
支とは必らずしもむすびつかず，収支の見越・繰延計算がそこに含まれる．
そして費用と収益を現金収支の事実ではなく，それらの原因の発生に求め
ることは，対価の測定される条件の発生を意味するものと解せられる．す
なわち費用については，原因発生の確認される時点で費用としての大きさ
が測定される．これに対して収益の認識には，名目的な投下資本回収計算
の立場より収益の確実性ということを論拠として，発生主義を限定する実
現主義が適用されると説かれる．
　「序説」もまた，まず収益の認識の問題については，その「嫁得」と「実
現」とを区別し，収益認識の基準は販売による実現によるべきものとして，
つぎのようにいう．
　「会計諸記録における収益認識の基準としては，一般的には，実現が嫁
得の過程よりも一層重要である．収益が生産の全過程の結果として嫁得さ
れるということと，収益が製品の完成を処分に先立って測定されまた認識
されうると考えることはまったく別個のことである．原価は生産中に累積
するもので，収益という目標へ向って進行している程度は，このような累
積に反映されている．」9）
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　さらに「序説」は，収益認識の基準としては発生主義を限定する実現主
義を支える根拠として，直接には収益の認識の，販売による「確実性」・「客
観性」をあげ，販売によって獲得された，この収益にみあう「新しい資産
の登場」つまり生産物の販売による資産の増加をもってその指標と考え
る．ここでは，販売が実現するまでのすべての生産的な努力は，将来販売
によって実現される収益に対応されるべき原価の累積分とみなされる．1°｝
しかもこの実現の原則は，未実現利益の排除，保有利得の排除の問題とし
て，一方では資産評価上の原価主義の主張となって，他方では資本と利益
の俊別，とりわけ資本剰余金と利益剰余金の区別の問題として展開される
のである．1n
　つぎに「序説」は，費用認識の問題については発生を根拠として期間費
用の限定により必要な原価として，（1）「確定的に発生した原価」と（21「予
想支出の見越分」とをあげる12）．
　「序説」は，（1）の問題については，「発生原価を収益に負担せしめる手続
は，本質的には原価負担を当期の損益計算書中に報告すべきものと，次期以
降とに負担せしめうるものに区分すること」13｝であるとのべ，この区分に
ついて二つの形態をあげる．すなわち「いかなる状況のもとで原価はその
ときの収益に賦課しうるか」14），あるいは，「いかなる状況のもとで原価は
次期の収益に負担せしめるために蓄積されるべきか」15｝という形態である．
　「序説」はさしあたり前者の形態から出発し，　「取得価格中未償部分す
なわちいまだ差引かれていない原価」16｝の部分に注目する．すでにみたよ
うに，「序説」によれば，財または用役の取得によって発生した原価は，そ
の発生の瞬間にはなんらかの資産の総額のうちに反映され，資産への反映
を媒介として企業活動すなわち「収益を生もうする努力はむすびつく」17）
ものと想定される．収益を生もうとする努力は，そこで当初資産への反映
を媒介とする発生原価として認識され，価格総計のもう一方の流れである
収益の，販売による実現をまって，はじめて費用化するものと考えられて
いる．しかしながら収益の実現が次期以降におよぶ場合には，この努力を
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現わす発生原価の費用化もまた次期以降にわたると考えられる．そこで
「次期以降の収益に負担せしめるために蓄積されるべき原価」18）とは，当
期における成果としての収益獲得のための努力としては認識しえず，未決
の状態にとどまり19｝，その費用化ないしは損失化が次期以降に繰延べられ
るものとみなされる2°｝．
　こうして「序説」は，期間収益と対応されるべき期間費用の限定という
視角より，期間費用の決定は発生原価の処分の問題すなわち「当期収益か
らの差引分」と次期以降への繰延べ分の決定の問題であり，さらに繰延べ
分という側にそってアブP一チをするとすれば，そのテストは，発生原価
が「次期以降における貢献を当然予想しうるような要因」を示し，「次期
以降の収益と本質的にむすびつきうるもの」21）であれば，その原価は繰延
べうるとして，つぎのようにいう．
　「どんな型または種類の原価も適切な状態のもとにおかれていれぽ，そ
の特定の会計期間の終りに繰延費用の一部として殊っているかもしれない
ということになる．」22）
　「一般的な指標に言及すれば，周到に計上された原価で次期以降の生産
と合理的に関連ずけうるものはすべて繰延べるべきである．」23）
　つぎに「予想支出の見越分」については，「序説」はつぎのようにのべ，
その見越計上を是認する．
　「ある種の状況のもとでは予想している支出を数年間にわたって見越さ
ねばならない．
　このような状況のもとでは，収益および発生原価の正当な対応比較のた
めにこの特別支出の予定額を毎期見越してこれに対する貸方記入を負債性
引当金の勘定に行なうことは，もしその額の決定が信頼するにたるなら，
会計士がことを不当とみなしうるところはない．事実このような状態のも
とでは，発生主義的には，実際に支出を行なって所有主に対する責務を果
す期日が近づくにつれてこの種の費用が発生しつつあるのだと説明するこ
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ともおそらく許されるであろう．」24）
　さらに「序説」は，発生した原価の流れを期間利益測定のため現在と未
来に配分し，これを報告する技術的な手続として損益計算書と貸借対照表
を位置ずける．すなわち，損益計算書は発生した原価のうち当期への配分
を，また貸借対照表は次年度以降に負担せしめてよい部分を報告する期間
利益測定の手段として認識する劉．
　こうして「序説」は，費用の期間的な測定の問題を当期と次期以降に負
担せしめられるべき発生原価の区分という側面から展開し，資産をもって
未償却の原価一「繰延費用」として規定し，このような視角より資産の種
類に即した資産原価配分論を展開するのである．
1）会社会計基準序説」中村省吾訳，113頁（Paton，　A．　W．＆Littleton，　A．　C．，
　ibid，　p．66．）
2）・3）同上，111頁（Paton，　A．　W．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p．65．）
4）同上，23～24頁（Paton，　W．　A．＆Littleton，　A．　C．，　ibid，　p，14～15．）
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　13，31，53，54頁，「近代会計学大系」昭和43年（ff損益計算論，第2・3章．）
9）　「会社会計基準序説」中島省吾訳，昭和33年，84～85頁（Paton，　W．　A．＆
　Littleton，　a．　c．，　ibid，　p．49．）
10）同上，83～85頁（Paton，　W．　A，＆Littleton，　A　c．，　ibid，　P．48～49．）
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お　わ　り　に
　以上，　「序説」は，いかなる論理ずけにによって原価基準の妥当性を主
張するか，資産原価配分論の基礎構造を検討することによって明らかにし
てきた．
　結論的にいえば，「序説」は，「価格総計としての原価」という概念を出
発点にすえ，この原価が交換取引における客観的な評価すなわち取引価格
を示すものであるがゆえに，「検証力ある客観的な証拠」をなすものと
し，したがってまた会計基準の形成を必要とする諸条件を満たしうるとし
て，その妥当性を主張する．しかしながら少なくともこれまでみてきたか
ぎりいいうることは，広く適用されるこの「価格総計としての原価」とい
う概念は，　「事業活動の継続性」→財務諸表報告の暫定性→期間計算のた
めの「努力と成果」の比較・「費用と収益の対応」・原価の期間的な配分→
発生主義会計の成立という一連の論理を構築する過程で，資本と利益，拠
出資本とりわけ資本剰余金と利益剰余区の区別，費用の見越・繰延という
ような概念を人為的に作出し，会計における恣意性を拡大してゆく役割を
果している，ということである．なるほど「価格総計としての原価」の概
念を基礎として費用・収益の期間的な対応・原価の期聞配分によって利益
を計算するという仕組みのもとでは，伝統的な財産計算原理のもとでの財
産の評価という思考が介入する余地は名目的には排除される．したがって
そこでは，論理的に一貫すれば，固定資産の時価評価や時価減価償却論，
棚卸資産への低下主義の適用などは成立しえないはずである．しかしなが
ら「序説」は，すでにみたように，原価処理の第三の段階は解釈の聞題を
含むとして，それらを是認する途を用意する．解釈の問題が介入するとす
れば，原価の期間配分という思考は，財産評価の抱来から解放されている
だけに，かえって主観的なものとなりうる余地が残されているのである．
　このような資産原価配分論をどのように位置ずけるかは，所有と経営の
分離現象を生みだしたアメリカ独占資本主義の生成発展との関連で，改め
て問われなければならないであろう．
